
知財関連支援策について

令和５年３月

九州経済産業局知的財産室



企業の事業フェーズにおける支援施策俯瞰図

◆J-PlatPatの提供
◆IPランドスケープ

◆お助けサイト
∼通知を受け取った方へ∼

◆特許料等の減免

◆営業秘密・知財戦略相談

◆面接審査（出張・TV)
◆早期審査・審理

◆知財ビジネス評価書・
提案書

◆新興国等の知財情報の提供

◆外国出願費用補助
◆海外での侵害対策支援
◆海外知財訴訟保険補助

◆海外知財プロデューサー
◆海外展開知財支援窓口

アイデア・研究開発 知財の取得 製品化 海外展開

【知財情報の提供】

【資金調達支援】

【専門家による助言】

産業財産権専門官 中小企業等の個別訪問、社内研修、知的財産制度説明会、セミナー

知財総合支援窓口 知財に関する悩みや相談をワンストップで全国で受付

【審査・審判におけるサポート】

地域知財普及啓発推進事業 知財制度・支援施策の普及啓発イベント

横断的
支援
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ポイント１
相談無料、もちろん秘密厳守です！

ポイント２
経験豊富な企業ＯＢ等の窓口支援担当者が、相談内容に応じて
アドバイスします！訪問による支援も可能です。

ポイント３
専門家からのアドバイスも無料で受けられます！

知財総合支援窓口（無料相談窓口）

知財総合支援窓口 で検索！

支援事例等を紹介しています。

中堅・中小企業等が企業経営の中で抱える知的財産に関する悩みや課題に対し、その
場で相談を受け解決につなげていくワンストップサービスを提供する「知財総合支援窓口」
を47都道府県に設置しています。
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海外展開知財支援窓口（無料相談窓口）

◼ 企業における豊富な知的財産経験と海外駐在経験を有するスペシャリスト「海外知的財
産プロデューサー」が、全国の中堅・中小企業等を無料で訪問します。

ビジネス活動で生じる技術流出リスク、海外企業との契約の進め方等について、

アドバイスいたします（電話・メール・WEBによる支援も可能です）。

◼ 海外展開に伴う技術流出リスクに関するセミナーや社内勉強会の講師として、海外知的
財産プロデューサーを無料で派遣します。

（独）工業所有権情報・研修館
海外展開知財支援窓口
TEL：03-3581-1101（内線3823）
E-mail：ip-sr01@inpit.go.jp

お問い合わせ先

中堅・中小企業等

海外知的財産

プロデューサー

✓企業での豊富な知財経験

✓海外駐在経験

海外市場
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営業秘密・知財戦略相談窓口（無料相談窓口）

◼ 知的財産戦略アドバイザーや弁護士等の専門家が営業秘密管理を含む知財戦略に関する
相談に対応。

◼ 個別企業や支援機関のセミナーへの講師派遣（無料）、営業秘密・知財戦略ポータルサ
イトにおける情報発信、eラーニングコンテンツの提供等、中小企業を念頭に置いた普
及啓発も実施。

TEL：03-3581-1101（内線3844）
E-mail：trade-secret@inpit.go.jp

お問い合わせ先

営業秘密相談窓口 で検索！

詳しくは・・・
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知財情報の活用（IPランドスケープ）
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◼ ＩＰランドスケープとは、経営戦略又は事業戦略の立案に際し、（1）経営・事業情報

に知財情報を取り込んだ分析を実施し、（2）その結果（現状の俯瞰・将来展望等）を

経営者・事業責任者と共有すること。その結果に基づいて、意思決定が行われる。

経営資源 ビジネスモデル 製品・サービス 経済的価値
社会的価値

Input Process Output Outcome

知財・無形資産

価値創造メカニズム

企業のミッション／ビジョン／バリュー

メカニズム設計時の思考の方向＝バックキャスト

知財情報

経営・事業における知財・無形資産の位置づけを可視化・裏付け

① コアコンピタンスの特定、競合他社の状況把握

② R＆Dテーマ・新規事業の探索、M＆A・アライアンス候補の選定

③ 傾向の把握、将来予測 など 社内用IPL／社外開示用IPLの違いに注意



支援スキーム

補助率 1/2

中小企業者または中小企業者で構成されるグループ（ただし、みなし大企業を除く）
※地域団体商標の登録主体も対象

支援対象者

対象費用 ①外国特許庁への出願手数料
②①に要する国内代理人・現地代理人費用
③①に要する翻訳費用

1企業あたり：300万円
1案件あたり：150万円（特許）

30万円（冒認対策商標）

60万円（実用新案・意匠・商標）

※上限額

支援案件
応募時に既に日本国特許庁に対して出願済みであり、優先権を主張して外国へ同内容の出願
を年度内に行う案件（商標は優先権主張がない案件も可）
※優先権主張をしないPCT出願（ダイレクトPCT出願）、ハーグ出願については、出願時に日
本国を指定締約国に含むこと。

◼ 外国出願に係る費用の１／２を助成します

外国出願補助金 で検索！

※その他、外国出願に関連した補助金として、
・審査請求補助金
・中間応答補助金
・模倣品対策支援事業
・冒認商標無効・取消係争支援事業
・防衛型侵害対策支援事業
・海外知財訴訟費用保険
を実施。

外国出願補助金の概要



J-PlatPat（特許情報プラットホーム）
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➢J-PlatPatは、インターネットで無料で利用できる、国内最大級の技術情報データベース

◆ 1999年に特許電子図書館（IPDL）サービスを開始。2015年3月にJ-
PlatPatとしてリニューアルし、2019年5月にUIを刷新・機能を改善

◆ 特許、実用新案、意匠、商標の国内外の公報等約１億3千万件を、文献
番号、キーワード等により検索することが可能

◆ 特許審査官が用いる検索システムと共通の検索機能（特許分類とキー
ワードの掛け合わせ、近傍テキスト検索等）を搭載。

◆ 特許庁が受理・発出する審査・審判関係の書類（拒絶理由通知等）や
経過情報を迅速（発送書類は原則、発送の翌営業日）に提供。

＜特許情報プラットフォーム (J-PlatPat)＞
https://www.j-platpat.inpit.go.jp/

（サービス提供時間：原則、土・日も含め24時間稼働）

研究開発の

ヒント

がほしい

権利侵害の

リスクを

回避したい

無駄な

出願費用を

削減したい

J-PlatPatではこのような場面で

知財情報の検索ができます

http://www.ckgs.jpo.go.jp/


九州経産局による知財活用推進事業

知財経営に着目した
伴走型ハンズオン支援

基礎自治体と連携した
地域ブランド構築支援

Ⅲ.関係機関との連携・ネットワーク強化による知財支援の場作り

財務局・地域の金融機関、弁理士会、
知財総合支援窓口、各自治体等
関係機関との連携

デザイン経営の自立化へ
向けた活用の推進

Ⅰ.知的財産経営の推進・成長支援 Ⅱ. デザイン・ブランドによる地域振興支援

海外展開への
支援強化

8



九州経済産業局 知的財産室
電話：０９２－４８２－５４６３
FAX：０９２－４８２－５３９２

ご清聴ありがとうございました。


